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モデル検討における基本的事項についての考え方（案） 

 
検討に当たっては、引き続き、長期増分費用モデル研究会の第一次モデル

検討時に整理され、第二次モデル検討時に一部修正された以下に示す全８項

目の「基本的事項についての考え方」を踏襲することとする。 

 

 

 １ 設備・技術に関する想定  

  

 諸外国におけるモデルの考え方を踏まえ、モデルで提示されるネットワー

クは、現時点で利用可能な最も低廉で最も効率的な設備や技術を採用するも

のとする。これら設備・技術は実際の指定電気通信設備に使用されているも

のに限定せず、信頼性のあるコスト把握が可能な範囲で、少なくとも内外有

力事業者で現に採用されている例が稀ではない設備・技術を検討対象とする。 

 

 

 ２ 客観的データの活用  

 

 基本的には国勢調査、事業所・企業統計調査等の公的・客観的なデータを

可能な限り採用する。また、事業者等の実績データに基づく検討が必要な場

合においても、特定の事業者やメーカのデータのみに立脚することを可能な

限り避け、複数のデータを総合的に勘案する。 

一方、投資額に関するモデルの入力値については、信頼性のある入手可能

な直近の再調達価額データを基に決定する。 

 

 

 ３ 関係法令との整合  

  

 モデルは、技術関係法令や接続関係法令等、我が国の規制・政策と整合性

のとれたものとする。 

例えば、モデルで想定するネットワーク構成は、事業用電気通信設備規則

の伝送路や予備機器の設置等に関する規定を踏まえたものとする。 
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 ４ 外国モデルとの整合性・独自性  

  

 諸外国におけるモデルとの整合性を可能な限り考慮する一方、地理的条件

等における我が国の独自性も適切に考慮する。 

例えば、前述の利用可能な設備・技術等の基本概念、モデルの基本的な構

成等は、諸外国におけるモデルの考え方とも可能な限り整合性のとれたもの

とする。 

その一方で、地形、需要分布、災害対策の必要性等、我が国の独自性を考

慮することとする。 

 

 

 ５ 算定条件の中立性  

  

 モデルは、仮想的な事業者が現時点で利用可能な最も低廉で最も効率的な

設備と技術でネットワークを新たに構築した場合の費用を算定するもので

あり、モデルで想定するネットワークは、特定の事業者の設備構成を前提と

せず、合理的、一般的な仕様の機器を効率的に組み合わせたものとする。同

様に、モデルで算定される保守コスト、共通コスト等についても、特定の事

業者の実態にとらわれずに、上記のネットワークを管理運営するために一般

的に必要な水準を念頭に置くものとする。 

なお、設備の価格低下や技術進歩は時間の経過に伴って生じるものであり、

価格低下が起こる以前の特定の事業者の経営・投資判断の適・不適を評価す

ることは本モデルの目的とするところではない。同様に、ＩＰ化等の進展を

踏まえた事業者のネットワーク高度化や我が国の将来的な通信網高度化ビ

ジョンの策定等の評価についても本モデルの目的とするところではない。 

 

 

 ６ プライシングからの中立性  

 

 本研究会は、今後の長期増分費用方式に基づく接続料の算定方式の在り方

等の検討に資するため、技術モデルの構築とこれを用いた費用算定を調査研

究事項とするものであり、モデル入力値の適用領域や導入スピードといった

事項は検討対象外とする。 

モデル策定に当たっては、原則として、個別のアンバンドル要素単位コス

トや地域単位コストを具体的に算定する、いわゆるコスティング（費用把握

方法）を専ら目的とし、算定されたコストから実際の接続料をどのように算
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定すべきであるかという、いわゆるプライシング（接続料算定方法）の議論

からの中立性を保つこととする。 

 

 

 ７ 透明性・公開性の確保  

 

 透明性の確保の観点から、モデルにおける技術的な想定や具体的な算定方

式等の導出根拠は、事業者の経営上の機密に十分配慮した上で、可能な限り

客観的かつ明確に示し得るものとする。 

また、検討の過程において、作業の全体スケジュールに支障を生じないよ

う配慮しつつ、透明性・公開性の確保に努めるものとする。 

 

 

 ８ 国が進めている政策との整合性への留意  

 

電線類地中化や加入者回線の光ファイバ化の推進等については、国の方針

として推進している政策であることから、現行モデルの見直しにおいては、

可能な範囲でこれらの政策との整合性に留意する。 

効率性の追求といったモデル構築の基本的理念からは、これらの政策をモ

デルに反映することが困難な面もあるが、非効率性の排除といった長期増分

費用モデルの理念をも尊重しつつ、モデルで算定された結果と現実の設備状

況を比較し、国が進めている政策の目標値等との乖離が大きい場合には、こ

れらの政策との整合性確保につき再度検討を行うものとする。 


